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1970 年 代 以 降、世 界 経 済は大きな転 換 期を迎えている。大 半の先 進 国で、産 業 予
備 軍の規 模ははっきり縮 小 するようになってきた。他 方でフローベルらの「新 国 際 分 業 論」
は、途 上 国では非 資 本 制 生 産 様 式の分 解により、低 賃 金の産 業 予 備 軍が創 出されてい
ると主 張した。さらに先 進 国を本 拠 地とする多 国 籍 企 業は、生 産 過 程を部 分 的に途 上国
へ移 転し、そこで創 出された産 業 予 備 軍と結 合し、資 本 蓄 積を行っていると論じた。ところ
で、フローベルの議 論には二 つ重要な問 題 点が存 在する。一つ目は、先 進 国の企 業が部
分 的 生 産 過 程を途 上 国に移し、そこで、産 業 予 備 軍と結 合 する実 態をまだ明らかにして
いない。二つ目は、途 上 国における産 業 予 備 軍の創 出 要 因、つまり「前 資 本制 生 産 様式
の分解」につながる内 容についてはほとんど論じていない。 
 中 国は、1978 年から、国 家計 画 経済 政 策から市 場 原理 主 導の改革 開放 政 策に転
換した。90年 代以 降、特に鄧小 平による 92年の「南 巡 講話」以 降、中 国は対外 開 放に
向けて加 速し、その結 果、外 資 企 業が中 国の沿海 地 域に進出して、そこでの大 量の投 資
によって労 働 需 要が拡 大した。それと戸 籍 制 度の緩 和とが相まって、農 村 出 身の労 働 者
が、都 市 部 および沿 海 開 発 部 へ出 稼ぎに行って、外 資 企 業に雇 用された。一 方、農 村
地 域では、改 革 解 放 以 降、農 村 合 作 社 制 度から家 族 請 負 制 度に転 換した。農 村にお
ける土 地の所 有 権は農 村 集 団に属 するようになり、農 村 集 団の構 成 員はその土 地の利
用 権を有 するようになった。90 年 代、戸 籍 制 度の緩 和と地 域 労 働 市 場の展 開によって、
農 村 出 身 労 働 者の兼 業 化 ・出 稼ぎが活 発になった。農 家 世 帯 員の就 業 構 造の変 化は
土地の流動 化を促 進した。 
農 民工は戸籍 制 度の制 限によって都市 企 業で雇用されるようになったが、不 安 定 就 業、
賃 金 不 払い問 題 および労 働 組 合が農 民 工の権 利 保 護で十 分に機 能しないことにより、
彼らの賃 金は長 期 的に、正 常な労 働 力 再 生 産 費 以 下に抑えられていた。2000 年 初 頭
以 降は、中 国 政 府が労 働 者 保 護 政 策を採 用したので、最 低 賃 金 制の導 入 および労 働
契 約 法の施 行により、農 民 工の就 業 状 況は著しく改 善されているように見える。しかし勤
め先の間で大きな格 差が存 在している。一 方、農 村における土 地の流 動 化に関して、現
実の紛 争処 理の適 正 化を図り、土地 請 負 経営 権を強 化 するために、2002年「農 村 土地
請 負 法」が成 立し、貸 手 方 および請 負 方の権 利 ・義 務、請 負 契 約の締 結 手 続きなどが
定められた。中 国の土 地 請 負 制 度は、長 年の実 際の運 用と政 策 的 指 導の中で、徐 々に
成熟し、法 的 保護の範囲も拡 大している。 
本 論 文は、中 国の農 村 出 身 労 働 者、つまり農 民 工に焦 点を当てて、沿 海 都 市 部の外
資 企 業における農 民 工の属 性と賃 金 構 造、また、出 身 地の内 陸 農 村 部における労 働 市
場と農 業 構 造を解 明 することを課 題とした。研 究 方 法としては、まず、外 資 企 業と農 民 工、
また内 陸 農 村 部の労 働 市 場と農 業 構 造に関 する先 行 研 究を整 理した。そしてこれら先
行 研 究の検 討を踏まえ、中 国 珠 江 デルタにある日 系 企 業２社、台 湾 系 企 業１社、地 元
私営 企 業１社にて行った調 査の結 果を分 析した。また、内陸 部の山西 省霍 州 市 A 村を
対象に行った農村 調 査の結 果を分析した。 
まず、珠 江 デルタでの企 業 調 査によると、外 資 企 業は地 域の最 低 賃 金をベースに農民
工を雇 用し、年 功 的な賃 金はほぼ存 在しなくなっている。そこで生 産 現 業 職の農 民 工が
賃 金を増 やす方 法は労 働 時 間の延 長に絞り込まれる。それに対して、地 元 私 企 業は明
確な賃 金 等 級を設 定し、年 功 的 賃 金を採 用 する。生 産 現 業 職 従 業 員の離 職 率を見る
ならば、外資 企 業では地元 私 企業でよりも高い。 
また、山 西省 霍 州市 A村における調 査によると、2000年代 初 頭に中央 政府が内陸 開
発 政 策を実 施したことによって、内 陸 部で展 開した労 働 市 場が農 外 就 業 機 会の増 加をも
たらした。急 増した農 民 工の農 外 収 入が、向 上した家 計 費 支 出を賄うことができたのであ
る。そこで得られる賃 金は沿 海都 市 部の賃 金と遜色ないので、農 民工が内陸 部で安 定 的
な農 外 就 業を獲 得した場 合には、沿 海 部 へ出 稼ぎに行く誘 因は、近 年は弱まってきてい
る。 
このように、内 陸 部の経 済 発 展にともない、沿 海 部への労 働 力 供 給は減少している。近
年の労 働 力 供 給 不 足の背 景には、沿 海 部で、地 域の最 低 賃 金をベースに、勤 続と関 係
ない賃 金 構 造が存 在しているからである。そのことが従 業 員 離 職 率の上 昇 へとつながり、さ
らに生 産 活 動に人 手 不 足をもたらしているのである。つまり、新 国 際 分 業 論が指 摘した、
途 上 国の低 賃 金 ・単 純 労 働に依 存し、生 産 現 業 職 従 業 員がいつでも交 換 可 能な外 資
企 業の資 本 蓄 積 様式は、もはや転 換に迫られているのである。外 資 企 業といえども資 本を
蓄 積 するためには、今までの単 純 労 働 力 使い捨て的な労 務 管 理のやり方を漸 次 的に改
め、従 業員を定着させる方向に移 行して行わざるをえなくなると結 論づけた。 
